
　①中区：開発行為が3,000㎡以上の開発行為

　②加美・八千代区：開発行為が10,000㎡以上の開発行為

　

■町要綱手続きフロー①■

【開発許可（都市計画法第29条）・事前協議（都市計画法第32条）の申請が必要な場合】

建設課（窓口） 所管課

事前協議（変更）申請書
【様式第１号】

町
要
綱

各課協議資料

県

29
条
許
可

都市計画法第29条 開発許可申請書
【県様式】※１

進　達

受　付 受　付

進　達

開発行為許可書　受理

32
条
協
議

都市計画法第32条の規定に基づく
同意（協議）申請書

【様式第３号】

受　付

都市計画法第32条
協議完了通知書

【様式第３号の２】

提出先メール：kensetu＠town.taka.lg.jp

　　　終了

工事着手届
【県様式】※１

受　付
進　達

工事完了届
【県様式】※１

受　付
進　達

開発協定　締結

協議完了通知書
【様式第１号の２】

→各課より発行

開発行為許可書

メール受付

審

査

受 付

※１ 県様式は兵庫県HPよりダウンロード可能

審

査

＋ 提出書類

各課の協議完了済み資料、

協議完了通知書（写）を添付

《 関係法令 》

・上下水道施設の整備

・法定外公共物の占用

・屋外広告物条例

・消防施設の整備

・文化財の保護

・大店舗法

・工業立地条例

・工場立地法

etc.

情報共有

申請者に各課協議先

を通知

各課の協議完了済み資料、

協議完了通知書（写）を提出

メール

提出

添付

添付



　④深夜（午後 11 時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）に物品販売業その他の営業を営む店舗の事業区域の面積が
　　 1,000 ㎡以上の建築行為

■町要綱手続きフロー②■

【開発許可（都市計画法第29条）・事前協議（都市計画法第32条）の申請が必要ない場合】

　①加美・八千代区：開発行為が3,000㎡以上、10,000㎡未満の開発行為

　②住宅以外の建築物の建築行為で、延べ面積が 1,000 ㎡以上又は敷地面積が3,000 ㎡以上のもの

　③共同住宅又は長屋住宅で８戸以上の建築行為

建設課（窓口） 所管課

事前協議（変更）申請書
【様式第１号】

各課協議資料

→各課より発行

開発協定　締結

　　　終了

提出先メール：kensetu＠town.taka.lg.jp

町

要

綱

近隣説明実施記録
（様式第２号）の提出 受　付

協議完了通知書

【様式第１号の２】

事業計画説明会等の実施

メール受付

審

査

受 付

添付

《関係法令》

・上下水道施設の整備

・法定外公共物の占用

・緑条例

・屋外広告物条例

・消防施設の整備

・文化財の保護

・大店舗法

・工業立地条例

・工場立地法

etc.

※２

※２ 関係する上位法令にて説明会等が実施される場合は、町要綱に基づく事業計画説明会を省略できる場合があるので、建設課窓口で要相談。

＋ 提出書類

情報共有メール

申請者に各課協議先

を通知

各課の協議完了済み資料、

協議完了通知書（写）を提出


